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研究成果の概要（和文）：　良好な一戸建て住宅が主流の住居系市街地において、賃貸併用住宅への建て替えが
行われている現状を分析した。調査対象地区において、現地調査および住宅地図の比較照合の他、住宅供給側へ
のヒアリング調査を実施した。
　その結果、①賃貸併用住宅への建替えが住宅更新を促進している。②建替え目的は、事業採算性と相続税対策
が主である。③賃貸住宅と家主の住宅が一体化した建築形態であるため、維持管理が適切に行われていた。④立
地および敷地条件に応じた空間構成になっている。従って、賃貸併用住宅が住宅更新のおくれがちな高齢者の住
宅更新を促進し、敷地に応じた空間構成で維持管理状態が良好であるなどの、有用性が認められた。

研究成果の概要（英文）：We analyzed the current situation in residential urban areas where good 
single-family homes are the mainstream and are being rebuilt into rental housing. In addition to 
field surveys and comparison of residential maps, interviews with housing suppliers were conducted 
in the survey target areas.
As a result, (1) rebuilding to rental housing promotes housing renewal. (2) The main purpose of 
rebuilding is business profitability and inheritance tax measures. (3) Since the rental housing and 
the landlord's housing are integrated into one building, maintenance and management were carried out
 appropriately. (4) Spatial composition according to location and site conditions. Therefore, 
usefulness such as promotion of housing renewal for elderly people who tend to be late for housing 
renewal with rental housing, and good maintenance and management condition with space composition 
according to site was recognized.

研究分野：都市計画　住宅地計画

キーワード： 住宅更新　住居系市街地　賃貸併用住宅　資産運用型建替え　相続税対策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　住居系市街地の住宅更新は、家族の成長に伴って生じるとされてきたが、人口高齢化および人口減少の結果、
住宅更新の遅れによる老朽化や空き家化が社会問題となっている。従来の住宅更新のメカニズムを見直すこと
は、学術的意義が大きく、今後の住宅更新の動向、住宅需要を把握することが求められている。また、住宅更新
の遅れは所有者の住宅資産の保全のみならず、住居系市街地の住環境の悪化にもつながることが懸念されてお
り、住環境の維持向上のためには、賃貸併用住宅への建替えの制御が必要と考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
（1）良好な住居系市街地の住宅更新 
良好な住居系市街地の住宅更新は、住宅の高容積化や敷地の細分化などが生じ、住環境の悪化
をもたらすことから、良好な市街地形成のためにはその誘導が市街地整備上、重要であることは
周知のとおりである。一方、少子高齢化や核家族化等によって、家族同居・別居のあり方が大き
く変わり、家族による住宅の居住継承が難しくなっている。そのため、良好な住居系市街地にお
いても、住宅更新のおくれや空き家化につながることが示唆されている。そのため、住居系市街
地の住環境維持のためには、家族による住宅更新・住宅継承を促進する必要があり、多様化する
住生活ニーズに応える多様な住宅ストックが必要とされている。 
住宅メーカーでは 1990年代より、資産運用型の住宅建築として賃貸併用住宅の供給に取り組
んでいる。これら賃貸併用住宅が建替えにおける経済性と家族の変容の受け皿と成ることを明
らかとしており、家族による居住継承・住宅更新の促進手法として検討する必要があると考えた。 
 
（2）賃貸住宅と賃貸併用住宅 
近年、賃貸住宅では、空き家や空き室化が注目されている。これまで、住宅問題として需要側
の研究が蓄積されているものの、供給側の建築実態や市街地環境に及ぼす影響については、森本
による研究 3以降、十分とはいえない。また、賃貸住宅のストックの質が低い現状に対し、その
質の向上が求められており、セーフティネットとしての民間賃貸住宅の活用にも関心が高まっ
ている。しかし賃貸住宅の多くは、維持管理や地域社会との関係性が希薄であることが市街地環
境および防災面などで問題とされている。一方、賃貸併用住宅の場合、オーナーの住戸に併設さ
れているため、維持管理が適切に行われ、さらにオーナーを介して希薄になりがちな地域社会と
の関係を形成できる可能性を持っていると考えられていた。 
 
（3）賃貸併用住宅のストックとしての価値と、その可能性 
これまでに、家族の成長に応じた住生活ニーズに応える空間の融通性を有していることを示
した。在塚らの研究では、こうした余剰空間を用いて住み手が主体性を持った「住まいを開く」
こと（地域の居場所づくり）が明らかとされている。すなわち、賃貸併用住宅の賃貸部は家族の
住生活に応える融通性と、地域の居場所となる緩衝空間の可能性を有していることから、地域社
会に貢献する開かれた住まいとなる可能性を有していると考えられる。 
そのため、賃貸併用住宅のストックとしての価値は、①比較的管理が良好に保たれる点に加え、
②家族による住宅更新・住宅継承を促進できること、③共有空間となりうる賃貸部を有している
点にあると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 住居系市街地では、家族による住宅の継承が行われず、住宅更新の遅れや空き家・空き室化が
問題となっており、これまでの市街地更新過程とは異なる状況となっている。 
本研究は、資産運用を目的とした賃貸住宅を併用した住宅（賃貸併用住宅）を対象として、以
下の分析・検討を行い、家族による住宅更新・住宅継承の促進および市街地環境面を考慮した賃
貸住宅建築のあり方を示すことを目的とする。 
①建築実態および住居系市街地への影響を把握し、これらの制御・誘導方策を示す。 
②地域資源としての賃貸併用住宅ストックの価値と、その活用可能性を明らかとする。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、資産運用を目的とした賃貸住宅を併用した住宅（賃貸併用住宅）を対象として、以
下の調査・分析を行った。 
（1）賃貸併用住宅の建築実態および建築動向の市街地特性別の把握 
世田谷区奥沢・東玉川地区（2014年調査）と中層住宅の混在する地区の 2地区を対象として、
建築計画概要書および現地調査、住民基本台帳の照合により、住宅更新の実態を分析した。 
（2）居住者（あるいは所有者）による住宅資産の維持管理・継承事例の収集 
 対象地区での住宅更新の事例の分析を行い、現地調査により目視による維持管理状況につい
て把握した。 
（3）賃貸併用住宅の建築特性に関する検討 
 調査協力（資料提供）を得たダイワハウスの建築物件について、立地特性、敷地条件と建築の
関係の検討を行った。賃貸併用住宅とそれ以外の住宅更新における住環境への影響を、オーナー
住宅と賃貸住宅部分の関係を軸に、空間形態と居住者の使用状況についての調査、分析を行った。 
（4）供給サイドへのヒアリング調査 
ハウスメーカーの広告戦略を、各社の広告用パンフレットおよび公式 HP よりデータ化して
分析した。これらの資料をもとに、ハウスメーカーに対してヒアリング調査を実施した。①事業
採算性および賃貸経営、②オーナーとの契約内容、③維持管理および入居者対応等について把握



した。 
また、近隣の宅建事業者に対し、対象地区における賃貸住宅需要や建築動向、建替え事例など
についてのヒアリング調査を実施した。 
 
４．研究成果 
（1）賃貸併用住宅の建築実態および建築動向の市街地特性別把握 
－奥沢 3丁目と東玉川 2丁目の賃貸併用住宅の今後の需要と課題－ 

 対象地域における 2014年以降の建築動向および変化についての分析を、ゼンリン社製住宅地
図（2013 年および 2018 年）をもとに行った。さらに、地図上で変化の見られた賃貸併用住宅
に対し、現地目視調査（2019年 9月 24日）を行った。この時点で、賃貸併用住宅は奥沢で 62
件、東玉川で 65件確認された。この 5年間に戸建て住宅の建替えによって増加しており、資産
運用型の建替えとみられる。このほか、賃貸併用住宅が同様の形式に建て替わっている例も確認
された。相続対策のために賃貸併用住宅に建替えるケースも多く見られるため、オーナーが高齢
であることや、築年数が浅いにもかかわらず建物が変化している賃貸併用住宅も少なくないと
いう問題点が見えてきた（引用文献①）。 
 したがって、自己および親族による建替え事例が散見され、資産運用型の建替えが行われてい
ることが把握された。しかし、賃貸住宅需要が減少傾向にあるなか、賃貸住宅居住者の確保が難
しくなることが予想される。 
 
（2）住宅資産の維持管理・継承事例 
 従来、東京西部の良好な住居系市街地では、家族の居住継承を前提とし、家族のライフステー
ジに見合った増改築等の維持管理が行われてきた。しかし、居住継承が高齢期の長期化、別居に
よる居住継承が減少するにつれ、土地住宅を資産として運用し、相続対策としての建替えが行わ
れる傾向が顕著となっていることが対象地区の把握により、確認された（表 1）。 
 本研究では、奥沢 3 丁目および東玉川 2 丁目の事例に加え、これまでの研究で把握している
事例を含めて、住宅資産の維持管理および継承についての検討を行った。 
 その結果、良好な住居系市街地である奥沢 3 丁目および東玉川 2 丁目を比較すると、表 1の
通り、最寄り駅に近く用途混在化の進む奥沢 3 丁目では、賃貸併用住宅の建築や共同住宅の建
築が活発であり、東玉川 2丁目では住宅更新がやや遅れていることが把握できた。 
 事例を分析したことにより、敷地の規模や形状、接道条件によって、こうした住宅更新の方法
が異なることが確認された。敷地の規模が小さく、接道が一方向である場合は賃貸併用住宅と所
有者の住宅が縦方向に共同化される。一方、敷地が大きく接道条件が 2方向など場合は、所有者
の住宅と賃貸住宅の出入り口が分かれて取られるなど、両者の建築物の空間の独立性が高くな
るように設計される（表 2） 
 しかし、いずれの場合も所有者の住宅と一体の建築物となっていることから、維持管理が比較
的良好な状況であることが分かった。事例では、所有者が家主として建物周りの清掃を行うなど、
日常の手入れも行き届く傾向にあり、修繕等も適宜行われている。自己住宅の清掃や維持管理と
同等に扱われるほか、賃貸収入への期待もあるために所有者の管理行為を啓発することとなっ
ている。そのため、住宅周りも含めた住環境の維持保全において、賃貸住宅のみの建築物よりは、
所有者の住宅との併用であることが大きなメリットとなっているといえよう。 
 資産運用として建替えが進むことは、住宅更新が遅れることを抑制することにつながると評
価されよう。しかし、賃貸住宅部分の収益をあげることが建替え費用の捻出（借入金の返済）に
あてられるとすると、確実な賃貸住宅経営が求められ、周辺の賃貸住宅需要に見合った建築とな
っていないと空き室が生じる。近年、対象地区ではこうした賃貸住宅の需要が低下しており、事
業採算性と、相続税対策とを勘案した建替えが行われていると考えられるものの、今後の相続件
数の増加が、住宅地の状況を大きく変えることになるものと懸念される。 
 

 
表 2 賃貸住宅と賃貸併用住宅 

 
 
 
 
 
 

 



（3）供給サイドへのヒアリング調査（ダイワリビングほか） 
 首都圏における建替え需要に対する住宅供給を行っているハウスメーカーおよび当該地域の
宅建事業者に対して、ヒアリング調査を実施した。資産運用型の住宅建替えが主流となっている
こと、ハウスメーカー各社で同様の建替えのための事業計画作成をもとに、営業活動を行ってい
るとのことが分かった。また、事業採算性と同様に、相続税対策を目的とした建替えの例も多く
なっている。 
 従来は、居住継承を前提とした住宅資産の相続であったが、近年は相続税対策が主目的となる
建替えが見られる。そのため、建替え後の維持管理および賃貸経営も含めて、ハウスメーカーが
担う場合も増え、以前の賃貸併用住宅のオーナーを核とした居住者も含めたコミュニティの形
成は少なくなっている。オーナー住戸と賃貸住宅部分が一体化した空間構成であるにも関わら
ず、賃貸経営に関するオーナーの関与はない契約もある。 
 供給サイドであるハウスメーカーは、建築工事と建物の維持管理、入居者募集・選定・家賃徴
収をふくめた事業として取り組んでいる。一方、近隣の宅建事業者が賃貸物件として管理してい
るケースもある。いずれの場合も、管理状態は良好となっていることを確認した。 
 一方、人口減少が進み世帯数の減少が生じる今後の住宅需要を踏まえると、住宅更新がこれま
で通りには進まなくなることが予想される。資産運用の事業採算性および相続税対策が建替え
事業の動機であったものから、変わらざるを得ないと考えられる。 
そのため、人口減少下での賃貸住宅経営や住宅の維持管理等のマネジメントについて、住宅更
新との関係において再検討していくことが求められる。 
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